
採択年度 対象国 事業主 対象産品
ケニア
マラウイ

モーリシャス

ケニア

タンザニア

ケニア
ウガンダ
エチオピア
マダガスカル

エジプト

ガーナ

ウガンダ

ケニア

ルワンダ＊

エジプト

ニカラグア

ケニア

エジプト

ケニア
エチオピア

モロッコ＊

ウガンダ＊

シエラレオネ＊

マダガスカル

アフリカ諸国＊

ケニア
セネガル

ウガンダ

ルワンダ

キオンド（サイザル麻バック）
プーアル茶

コットン製品

切花ブーケ

ミックススパイス（粉末）

ジャム、有機ハーブティー

オーガニック・バニラ等食品原料

乾燥モロヘイヤ等機能性食品原料

特定農園サステナブル・カカオ豆

オーガニックコットン製品と
シアバター石けん
産地特定紅茶

バスケット

ミネラルウォーター（オアシスの水）

松葉カゴ

外来種切葉等

ハーブ（バジル、ミント、パセリ）

プリザーブドフラワー

唐辛子

ドライフルーツ、ドライジンジャー

カカオ、カカオマス

綿製品（ベッドリネン、タオル）

ナチュラルオーガニックコスメ（化粧品）

アフリカ音楽

ゴマ

ITソフト

事業内容
伝統工芸品の日本市場に合わせた機能、デザインの改良・品質向上など
日本の黒麹菌を使用した発酵茶原料の開発など
Tシャツなどフェアトレード認証コットン製品に関する、現地の技術・生産
体制や有機綿花の調達の可能性の検証など

現地切り花を使ったブーケのデザイン、輸送やパッケージ加工、検疫対
策などの改善など

現地の有機認証取得スパイスをベースにした、日本の市場に合わせた製
品・パッケージングの開発など
ジャム、有機ハーブティーの新規商品開発など

有機バニラビーンズなどの日本市場に合わせた改良など

乾燥モロヘイヤ、乾燥ホウレン草などの日本の機能性食品原料の規格
に合わせた改良など
特定の農園で栽培された有機カカオ豆をトレーサビリティーが確保された
状態で日本に輸入する流通体制の構築など
オーガニックコットン製品の改良と、その製造に必要なシアバター石けん
の試作など
ケニア山麓の高知で栽培される紅茶の品質管理や残留農薬検査など
伝統工芸品の日本市場に合わせたデザインの企画、製品改良、販売促
進活動など
オアシスの水を輸出するための製造工程管理およびパッケージデザイン
の指導など
日本市場に合った機能性やデザインを兼ね備えた商品開発や現地での
制作指導など
日本のマーケットが求める品目・品種の切葉の、ケニアでの栽培可能性
の検証など
生産工程における異物・残留農薬の除去方法の確立、日本での試験販
売など
プリザーブドフラワーに必要な花材の調達や現地で生産可能性の検証
など
栽培・収穫指導を通した、日本に合う規格の唐辛子の生産可能性の検
証など
加工や包装の技術指導、パッケージデザインの改良を通じた、日本市場
に合わせた製品の生産可能性の実証など
現地でのカカオ豆の生産実績の調査、日本市場ニーズに合わせた加工
技術の指導など
デザインや品質、生産マネジメントやコストコントロールにかかわる技術指
導など
現地の生産状況の把握、日本市場に合わせた製品の製造方法の確
立、パッケージの開発など
現地のミュージシャンによる日本市場向け音楽CDの商品化の可能性の
検証など
新ブランドのごま油製造を目指した、栽培技術指導などを通した有機JAS
認証取得など
現地エンジニアにおけるソフト開発の品質確保や、中国や東南アジアに
比べたコスト優位の検証など

フェアトレードカンパニー（株）
（合）アースティー

（特活）フェアトレード・ラベル・　
ジャパン

（株）フラワーオークションジャパン

（株）バラカ

フェアトレードカンパニー（株）

（株）ヴォークス・トレーディング

（株）エコロジーヘルスラボ

全日空商事（株）、（株）インヴォルブ

（株）スマイリーアース

（株）ゼンショー

（株）ルイズビィ

（株）FAR EAST

ダボ合資会社

（株）フラワーオークションジャパン

（株）ヴォークス・トレーディング

川崎花卉園芸（株）

小林桂（株）

（株）FAR EAST

（株）立花商店

（株）ニトリ

（株）博報堂プロダクツ、
（株）アスプルンド

AMP MUSIC（合）

（株）坂ノ途中、（株）山田醤油

レックスバート・　　　　　　　
コミュニケーションズ（株）

2007

2008

2009

2010

2011

2012

※ジェトロのホームページに基づき、本誌作成。2年連続で採択されている案件は、初年度分のみを掲載し、＊を付けている

アフリカと向き合う

多様な企業の進出

2013.3　国際開発ジャーナル 27IDJ　MARCH 201326

アフリカの可能性を開拓
日本貿易振興機構（ジェトロ）は、開発途上国の経済発展を支援するため2007年度から「開発輸入企画
実証事業」を行っている。これは、開発途上国からの輸入ビジネスや原料調達を目指す日本企業に対し
ジェトロが支援を行うものだ。ここでは、これまで採択されたアフリカを対象とする案件を一覧するととも
に、採択された企業のうち３社のアフリカ事業の現状を紹介する。

　2009年に設立されたITベンチャー企

業であるレックスバート・コミュニケ

ーションズは、現在、ルワンダのIT企

業にスマートフォンのアプリケーショ

ン開発などを委託するITオフショア事

業を推進している。

　2011年の８月、同社の田中秀和代表

取締役は取引先の関係者から、ルワン

ダが現在、国を挙げてIT産業の強化に

注力していることを耳にした。それま

でアフリカにほとんど関心を持ってい

なかった田中氏だが、「試験的に仕事を

発注してみよう」と考えたという。

　そして、同年９月、スマートフォン

のアプリの一部を先述の関係者経由で

知った現地のIT企業に発注してみたと

ころ、納められた成果品は要求水準を

十分満たしていた上、「すり合わせで品

質を改善していくスタイルが日本人と

よく合っており、コストもベトナムで

行うのと同程度で済んだ」という。さ

らに後ほど田中氏は、同国には1990年

の内戦時に亡命し、欧米で高いIT技術

を身に付けて、現在は帰国し活躍して

いる人が多くいることを知った。

　その後、数回の試験的なアプリ開発

委託を経て、昨年から本格的に事業

化。その際、ジェトロの「開発輸入企

画実証事業」も活用して、金銭のやり

取りなど事業体制を整えていった。昨

年の秋には国内のIT関連の展示会で

「アフリカでオフショア」を掲げて宣

伝したところ、大きな反響があり、同

社の事業を紹介するために制作したパ

ンフレットは予想をはるかに上回る数

がなくなった。現在すでにiPad用のア

プリの発注なども受けているという。

　ビジネスパートナーは従業員20人程

度の現地では比較的大きな企業で、直

接やり取りをしている開発リーダーは

米国でITを学んだ優秀な技術者だ。田

中氏は「彼らにとって、日本からのオ

フショア事業が現段階で大きな利益に

なっているわけではない」と語る。

　現地ではルワンダ政府から発注され

る事業が多く、それを請け負う現地の

IT技術者は、時に日本のIT技術者と同

等程度に稼いでいるという。しかし、

現在、ルワンダでは政府や大学がIT技

術者の育成を促進しており、技術者の

増加に伴い、政府関係の仕事だけでは

その雇用を満たせなくなることが危惧

されている。「われわれの事業がうまく

進み、ルワンダでオフショアビジネス

を手掛ける企業が増えてきたら、現地

でIT関連の雇用も創出される。時間は

かかるだろうが、やらなければ始まら

ない」と田中氏は意気込む。

　なお、同氏は、「民間でできることは

限られている。例えば、JICAがアフリ

カからIT技術者を日本での研修に招へ

いする機会を活用して日本企業との接

点を作るなど、今後は民と官の連携を

進めるべき」と話している。

日本人に合う開発スタイル

将来の雇用創出を見据えて

ルワンダにおけるIT技術者の交流用オープンスペース
「kLab」で話す田中氏＝同社提供

■開発輸入企画実証事業採択案件（アフリカ関連）

開発輸入企画実証事業

本邦初のITオフショア
民と官の連携促進を レックスバート・コミュニケーションズ（株）

現地のオフィス。なおアフリカでITオフショアを行うのはレックスバートが本邦初となる＝レックスバート提供
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　「すき屋」など、4,000を超える外食

チェーン店を展開するゼンショーホー

ルディングス。その店で提供されるす

べてのコーヒー、そして紅茶とココア

の一部は現在、アフリカをはじめ途上

国からフェアトレードで調達されたも

のだ。

　同社は2007年、東ティモールでの取

り組みをきっかけに、アフリカを含む

途上国でのフェアトレード事業を本格

的に始めたが、同社の平野誠取締役は

それを「われわれの企業理念と事業モ

デルの追求の結果」と語る。

　同社が企業理念として掲げるのは、

「世界から飢餓と貧困を撲滅する」。そ

の実現のためマス・マーチャンダイジ

ング・システム（MMD）を事業の根幹

に据えている。MMDとは、多くの人に

安全な食を手軽な価格で提供するた

め、原材料の調達から製造、物流、販

売までを同社が手掛け、運営するとい

うものだ。特に調達においては、安全

な原材料を安定的に確保するため、生

産者との関係を大切にしている。

　「品質の良いコーヒー豆が採れるの

は、途上国の山間部の貧困地域が多

い。MMDを進める中で、そうした地域

の生産者との関係作りに向かうのは自

然な流れだった」と平野氏は語る。

　加えて、2007年は、ちょうど同社が

海外への事業展開の準備を進めていた

時期であったが、それに合わせ「飢餓

と貧困を撲滅する」ための取り組みを

海外に広げて行こうという気運も、フ

ェアトレードを開始する背景にあった

という。

　アフリカでの事業は、現在、タンザ

ニアとルワンダ、ウガンダでコーヒ

ー、ケニアで紅茶の生産者を対象に行

われている。

　同社では、途上国の生産者たちを社

員が訪問し、生産や品質向上の支援を

行っている。加えて、彼らへの豆など

の購入代金に約５％上乗せし、現地の

人たちの生活改善に充てる「ソーシャ

ルプレミアム」を付加している。「彼ら

の生活改善を含め、長期にパートナー

シップを組んでいける仕組みを作っ

た」と平野氏は語る。これまで、現地

NGOや大使館と連携しつつ、ルワンダ

では水道設備の整備、ケニアでは託児

所の修繕などを行ったほか、タンザニ

アでは母子健康プログラムを実施して

いる。なお、こうした取り組みをしつ

つも、調達に卸売業者などを挟まない

ため、価格面での競争力も他社に比べ

そん色がないという。

　そして昨年の７月には、タンザニア

にアフリカでのフェアトレード事業を

統括するオフィスを作り、現地とのさ

らなる関係強化を図っている。

　なお、平野氏は「日本には品質や安

全管理などで優れた技術を持っている

が、それを生かし、もっと海外に貢献

できることがあるのでは」と語った。

現地オフィスも設立

　アフリカ産の原料を使う化粧品はヨ

ーロッパには多いが、日本にはほとん

どない。そこに注目し、アスプルンド

と博報堂プロダクツは、「南アフリカ」

を前面に打ち出したオーガニック化粧

品のブランド「BOTANY」を昨年から

展開中だ。南アを含むアフリカ南部の

厳しい環境下で育つ栄養分の多い植物

から作ったボディーケアやフェイスケ

アなどが商品ラインナップにそろう。

　構想自体は2009年に始まり、その

後、化粧品の国際展示会にジェトロの

招へいで来日した南アフリカの化粧品

開発者トレバー・ステイン氏と現在の

事業担当者が出会ったことから、話が

具体化。現在は、ステイン氏が社長を

務める南アの企業と提携し、アスプル

ンドが製品の輸入や販売、博報堂プロ

ダクツが宣伝とブランディングに携わ

っている。

　ただ、発売までに悩んだことの一つ

は、化粧品を入れるパッケージの制作

だった。「われわれはあくまで輸入元

で、主体は現地」という考えから、パ

ッケージはデザインのみを日本側から

提供し、製造は南アで行うことにした

が、現地の人と日本人の色彩感覚が異

なっていることに加え、現地の印刷機

は、日本のもののように色が精密に出

せず、日本人デザイナーが求める色を正

確に再現できないという問題があった。

　しかし、「オーガニックには、“その

人らしさを大切にする”という価値観

があるが、こちらの要求を100％再現

できなくても、それはむしろ南アらし

さを伝える“良さ”なのではないか」

販売に踏み切った理由を、担当者の一

人はそのように語る。なお、アスプル

ンドの担当者である藤村由紀氏は、

「アフリカで仕事をする上では、まず

ステレオタイプな見方を捨て、生産者

とゼロベースで向き合い、信頼関係を

築いていくことが大切」と言う。

　昨年２月の販売開始以来、約１年が

過ぎたが「もっと日本人に訴えるた

め、宣伝の工夫が必要」と担当者の一

人は語る。｢若い女性に聞くと、アフリ

カは遠くて危険な場所、というイメー

ジがまだ強いが、南アは豊かな自然が

あり、経済的にも発展している。そう

した南アの魅力をもっと伝えていきた

い｣。また、アフリカの豊かな面を引き

出すことは、日本のビジネスの活性化

にもつながっていくだろうと同担当者

は指摘する。

　なお両社の担当者は、現地の農家な

どに訪問するほか、フェアトレード団

体と協力し、現地の人との適正な価格

での取り引きにも気を配っている。し

かし、「継続的なパートナーシップを

築く上で、現地の人や自然への配慮は

当然」と考え、あえてそれは前面には

うたっていない。ただ、「彼らの生活を

豊かにするため、より販売促進に力を

入れていきたい」ということだ。

生産者との関係を重視「彼ららしさ」受け入れる

宣伝の工夫が必要

タンザニアの生産者の家族に、母子健康プログラムの効果を確認＝ゼンショーホールディングス提供

全店舗のコーヒーはフェアトレードで調達＝同社提供

バオバブを生産するジンバブエのコミュニティーの人々＝博報堂プロダクツ提供

アフリカの厳しい環境で育った植物は、紫外線や乾燥
のダメージから肌を守る力にあふれている＝同社提供

理念追求の先に
フェアトレードを通して生活改善 （株）ゼンショーホールディングス

アフリカの植物でイキイキ美肌に
現地の豊かさを知ってほしい （株）アスプルンド／（株）博報堂プロダクツ



アフリカと向き合う

2013.3　国際開発ジャーナル 29IDJ　MARCH 201328
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できることがあるのでは」と語った。

現地オフィスも設立

　アフリカ産の原料を使う化粧品はヨ

ーロッパには多いが、日本にはほとん

どない。そこに注目し、アスプルンド

と博報堂プロダクツは、「南アフリカ」

を前面に打ち出したオーガニック化粧

品のブランド「BOTANY」を昨年から

展開中だ。南アを含むアフリカ南部の

厳しい環境下で育つ栄養分の多い植物

から作ったボディーケアやフェイスケ

アなどが商品ラインナップにそろう。

　構想自体は2009年に始まり、その

後、化粧品の国際展示会にジェトロの

招へいで来日した南アフリカの化粧品

開発者トレバー・ステイン氏と現在の

事業担当者が出会ったことから、話が

具体化。現在は、ステイン氏が社長を

務める南アの企業と提携し、アスプル

ンドが製品の輸入や販売、博報堂プロ

ダクツが宣伝とブランディングに携わ

っている。

　ただ、発売までに悩んだことの一つ

は、化粧品を入れるパッケージの制作

だった。「われわれはあくまで輸入元

で、主体は現地」という考えから、パ

ッケージはデザインのみを日本側から

提供し、製造は南アで行うことにした

が、現地の人と日本人の色彩感覚が異

なっていることに加え、現地の印刷機

は、日本のもののように色が精密に出

せず、日本人デザイナーが求める色を正

確に再現できないという問題があった。

　しかし、「オーガニックには、“その

人らしさを大切にする”という価値観

があるが、こちらの要求を100％再現

できなくても、それはむしろ南アらし

さを伝える“良さ”なのではないか」

販売に踏み切った理由を、担当者の一

人はそのように語る。なお、アスプル

ンドの担当者である藤村由紀氏は、

「アフリカで仕事をする上では、まず

ステレオタイプな見方を捨て、生産者

とゼロベースで向き合い、信頼関係を

築いていくことが大切」と言う。

　昨年２月の販売開始以来、約１年が

過ぎたが「もっと日本人に訴えるた

め、宣伝の工夫が必要」と担当者の一

人は語る。｢若い女性に聞くと、アフリ

カは遠くて危険な場所、というイメー

ジがまだ強いが、南アは豊かな自然が

あり、経済的にも発展している。そう

した南アの魅力をもっと伝えていきた

い｣。また、アフリカの豊かな面を引き

出すことは、日本のビジネスの活性化

にもつながっていくだろうと同担当者

は指摘する。

　なお両社の担当者は、現地の農家な

どに訪問するほか、フェアトレード団

体と協力し、現地の人との適正な価格

での取り引きにも気を配っている。し

かし、「継続的なパートナーシップを

築く上で、現地の人や自然への配慮は

当然」と考え、あえてそれは前面には

うたっていない。ただ、「彼らの生活を

豊かにするため、より販売促進に力を

入れていきたい」ということだ。

生産者との関係を重視「彼ららしさ」受け入れる

宣伝の工夫が必要

タンザニアの生産者の家族に、母子健康プログラムの効果を確認＝ゼンショーホールディングス提供

全店舗のコーヒーはフェアトレードで調達＝同社提供

バオバブを生産するジンバブエのコミュニティーの人々＝博報堂プロダクツ提供

アフリカの厳しい環境で育った植物は、紫外線や乾燥
のダメージから肌を守る力にあふれている＝同社提供

理念追求の先に
フェアトレードを通して生活改善 （株）ゼンショーホールディングス

アフリカの植物でイキイキ美肌に
現地の豊かさを知ってほしい （株）アスプルンド／（株）博報堂プロダクツ




